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議題 請求する救済内容と命令書主文との関係（命令の上限）

について

エ 第 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

（９月 日・新潟県）

議題 不当労働行為救済命令における文書掲示の内容につい

て

オ 関東ブロック労働委員会事務局長連絡会議

（文書による議決・栃木県）

議題 令和７年度関東ブロック労働委員会諸会議開催計画

について

ウ 第 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

（５月 日・神奈川県）
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１　労働争議の調整

（単位：件、％）

前 年 繰 越

新 規 開 始

不 調

裁 定

解 決 率

終 結 率

注１）（　）内数字は、調停件数で内数。
２）解決率＝解決件数／取下・移管を除く終結件数×100

（単位：件、％）

第１表　　調整事件取扱件数

年
区分

平成27 令和元

取 扱 件 数

３）28年の終結件数には、中央労働委員会に移管したもの１件が含まれている。

終 結 件 数

解 決

取 下

打 切

次 年 繰 越

第２表　　都道府県労委対比新規件数

年
区分

令和2

東 京 都

全 国

比 率
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１　労働争議の調整

（単位：件、％）

前 年 繰 越

新 規 開 始

不 調

裁 定

解 決 率

終 結 率

注１）（　）内数字は、調停件数で内数。
２）解決率＝解決件数／取下・移管を除く終結件数×100

（単位：件、％）

第１表　　調整事件取扱件数

年
区分

平成27 令和元

取 扱 件 数

３）28年の終結件数には、中央労働委員会に移管したもの１件が含まれている。

終 結 件 数

解 決

取 下

打 切

次 年 繰 越

第２表　　都道府県労委対比新規件数

年
区分

令和2

東 京 都

全 国

比 率

（単位：件、％） （単位：件、％）

前 年 繰 越

新 規 開 始

不 調

裁 定

解 決 率

終 結 率

注４）終結率＝終結件数／取扱件数×100

（単位：件、％） （単位：件、人）

注）１件当たり労働組合員数は労働組合員数不明事件を除いたものの平均。

（第１表つづき）

年
区分

令和2

取 扱 件 数

終 結 件 数

解 決

取 下

打 切

次 年 繰 越

５)３年の終結件数には、埼玉県労働委員会に移管したもの１件が含まれている。
６)４年の終結件数には、神奈川県労働委員会に移管したもの１件が含まれている。

第３表　　１件当たり対象労働組合員数

年
区分

令和2

新　規　件　数

労働組合員数

１ 件 当 た り 労 働
組 　合 　員　 数
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（単位：件、％）

年
区分

（単位：件、％）

年
区分

第５表　　加盟上部団体有無別件数

令和2

無

有

総 数

双 方

職 権

組 合

使 用 者

第４表　　調整開始事由別件数

令和2

総 数
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（単位：件、％）

年
区分

（単位：件、％）

年
区分

第５表　　加盟上部団体有無別件数

令和2

無

有

総 数

双 方

職 権

組 合

使 用 者

第４表　　調整開始事由別件数

令和2

総 数

（単位：件、％）

令和2

Ｊ Ａ Ｍ

Ｊ Ｅ Ｃ 連 合

情 報 労 連

Ｕ ゼンセン同盟

私 教 組

連 合 ユ ニ オ ン

全 国 ユ ニ オ ン

そ の 他

日 本 医 労 連

建 交 労

全 国 一 般

全 印 総 連

私 教 連

Ｊ Ｍ Ｉ Ｔ Ｕ

民 放 労 連

自 交 総 連

全労連自治労連  

そ の 他

全国一般東京労組

国 鉄 労 組

そ の 他

全
労
協

出 版 労 連

航 空 連

新 聞 労 連

そ の 他

上 記 以 外

第６表　　加盟上部団体系統別件数

年
区分

総 数

連 合

全 労 連
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（単位：件、％）

令和2

（単位：件、％）

令和2

第８表　　別組合有無別件数

　　　　　　　　　　　　　年
区分

総 数

有

無

企

業

総 数

区

都内

市・町・村

都 外

第７表　　組合・企業の所在地別件数

　　　　　　　　　　　　　年
区分

組

合

総 数

区

都内

市・町・村

都 外
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（単位：件、％）

令和2

（単位：件、％）

令和2

第８表　　別組合有無別件数

　　　　　　　　　　　　　年
区分

総 数

有

無

企

業

総 数

区

都内

市・町・村

都 外

第７表　　組合・企業の所在地別件数

　　　　　　　　　　　　　年
区分

組

合

総 数

区

都内

市・町・村

都 外

（単位：件、％）

令和2

（単位：件、％）

令和2

～

第９表　　従業員規模別件数

　　　　　　　　　　　　　年
規模

総 数

人 以 下

～

～

～

～

～

人 以 上

不 詳

第10表　　組合員規模別件数

　　　　　　　　　　　　　年
規模

総 数

人 以 下

～

～

～

～

人 以 上

不 詳
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（単位：件）

令和2

総 数

Ａ・Ｂ・Ｃ 農・林・漁・鉱

Ｄ 建 設 業

Ｅ 製 造 業

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

Ｇ 情 報 通 信 業

Ｈ 運 輸 ・ 郵 便 業

Ｉ 卸 売 ・ 小 売 業

Ｊ ・ Ｋ 金 融 ・ 保 険 ・
不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業

Ｌ 学 術 研 究 ・ 専 門
サ ー ビ ス 業

Ｍ 宿 泊 業 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ・ 娯 楽 業

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業

Ｐ 医 療 ・ 福 祉

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業

Ｒ サ ー ビ ス 業

Ｓ 公 務

Ｔ 分 類 不 能

第11表　　産業別件数

　　　　　　　　    　　　　年

産業

件　数
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（単位：件）

令和2

総 数

Ａ・Ｂ・Ｃ 農・林・漁・鉱

Ｄ 建 設 業

Ｅ 製 造 業

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

Ｇ 情 報 通 信 業

Ｈ 運 輸 ・ 郵 便 業

Ｉ 卸 売 ・ 小 売 業

Ｊ ・ Ｋ 金 融 ・ 保 険 ・
不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業

Ｌ 学 術 研 究 ・ 専 門
サ ー ビ ス 業

Ｍ 宿 泊 業 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ・ 娯 楽 業

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業

Ｐ 医 療 ・ 福 祉

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業

Ｒ サ ー ビ ス 業

Ｓ 公 務

Ｔ 分 類 不 能

第11表　　産業別件数

　　　　　　　　    　　　　年

産業

件　数

（単位：件） （単位：％）

令和2

総 数

Ａ・Ｂ・Ｃ 農・林・漁・鉱

Ｄ 建 設 業

Ｅ 製 造 業

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

Ｇ 情 報 通 信 業

Ｈ 運 輸 ・ 郵 便 業

Ｉ 卸 売 ・ 小 売 業

Ｊ ・ Ｋ 金 融 ・ 保 険 ・
不 動 産 ・ 物 品 賃 貸 業

Ｌ 学 術 研 究 ・ 専 門
サ ー ビ ス 業

Ｍ 宿 泊 業 ・ 飲 食
サ ー ビ ス 業

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ・ 娯 楽 業

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業

Ｐ 医 療 ・ 福 祉

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業

Ｒ サ ー ビ ス 業

Ｓ 公 務

Ｔ 分 類 不 能

（第11表つづき）

　　　　　　　　　　　　　　年

産業

構 成 比
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（単位：件）

　　 　　　　　　　　　　　年
内訳

令和2

製造業総数

Ｅ09・10　食料品・飲料

E11　繊維

E12・13　木材・木製品・家具

E14　パルプ・紙・紙加工品

E15 印刷

E16・17　化学工業・石油・石炭

Ｅ18　プラスチック製品

Ｅ19・20　ゴム製品・皮革

Ｅ21　窯業・土石製品

Ｅ22・23・24　鉄鋼・非鉄金属・金属製品

E25・26　はん用・生産用機械器具

Ｅ27　業務用機械器具

Ｅ28　電子部品・デバイス・電子回路

Ｅ29　電気機械器具

Ｅ30　情報通信機械器具

Ｅ31　輸送用機械器具

Ｅ32　その他

第12－1表　　製造業内訳
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（単位：件）

　　 　　　　　　　　　　　年
内訳

令和2

製造業総数

Ｅ09・10　食料品・飲料

E11　繊維

E12・13　木材・木製品・家具

E14　パルプ・紙・紙加工品

E15 印刷

E16・17　化学工業・石油・石炭

Ｅ18　プラスチック製品

Ｅ19・20　ゴム製品・皮革

Ｅ21　窯業・土石製品

Ｅ22・23・24　鉄鋼・非鉄金属・金属製品

E25・26　はん用・生産用機械器具

Ｅ27　業務用機械器具

Ｅ28　電子部品・デバイス・電子回路

Ｅ29　電気機械器具

Ｅ30　情報通信機械器具

Ｅ31　輸送用機械器具

Ｅ32　その他

第12－1表　　製造業内訳

（単位：件）

年
内訳

令和2

サ ー ビ ス 業 総 数 注

Ｌ71　学術・開発研究機関

Ｌ72　専門サービス業（他に
 分類されないもの）

Ｌ73　広告業

Ｌ74　技術サービス業（他に
       分類されないもの）

M75　宿泊業

Ｍ76　飲食店

Ｍ77　持ち帰り・配達飲食
サービス業

Ｎ78　洗濯・理容・美容・浴場業

Ｎ79　その他の生活
　 関連サービス業

Ｎ80　娯楽業

Ｒ88　廃棄物処理業

Ｒ89・90　自動車整備業 ・機
　　　械等修理業

Ｒ9１　職業紹介・労働者派遣業

Ｒ92　その他の事業サービス業

Ｒ93　政治・経済・文化団体

Ｒ94　宗教

Ｒ95　その他のサービス業

Ｒ96　外国公務

第12－2表　　サービス業内訳

注）「学術研究・専門サービス業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サー
ビス業・娯楽業」及び「サービス業」の合計
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（単位：件）

令和2

賃 金 増 額

一 時 金

諸 手 当

その他賃金に関するもの

退 職 一 時 金 ・ 年 金

解 雇 ・ 休 業 手 当

労 働 時 間

休 日 ・ 休 暇

作 業 方 法 の 変 更

定 年 制

その他の労働条件

事業休廃止・事業縮小

企業合併・営業譲渡

人 員 整 理

配 置 転 換

解 雇

その他の経営・人事

-

協 約 効 力 ・ 解 釈

賃 金 等

給与以外の労働条件

経 営 又 は 人 事

福 利 厚 生

団 交 促 進

事 前 協 議 制

そ の 他

協約締結 ・ 全 面 改定

第13表　　調整事項別内訳

年
事項

総 数

１件当たり平均事項数

組合承認・組合活動等
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（単位：件）

令和2

賃 金 増 額

一 時 金

諸 手 当

その他賃金に関するもの

退 職 一 時 金 ・ 年 金

解 雇 ・ 休 業 手 当

労 働 時 間

休 日 ・ 休 暇

作 業 方 法 の 変 更

定 年 制

その他の労働条件

事業休廃止・事業縮小

企業合併・営業譲渡

人 員 整 理

配 置 転 換

解 雇

その他の経営・人事

-

協 約 効 力 ・ 解 釈

賃 金 等

給与以外の労働条件

経 営 又 は 人 事

福 利 厚 生

団 交 促 進

事 前 協 議 制

そ の 他

協約締結 ・ 全 面 改定

第13表　　調整事項別内訳

年
事項

総 数

１件当たり平均事項数

組合承認・組合活動等

（単位：件）

令和2

賃 金 増 額

一 時 金

諸 手 当

その他賃金に関するもの

退 職 一 時 金 ・ 年 金

解 雇 ・ 休 業 手 当

労 働 時 間

休 日 ・ 休 暇

作 業 方 法 の 変 更

定 年 制

その他の労働条件

事業休廃止・事業縮小

企業合併・営業譲渡

人 員 整 理

配 置 転 換

解 雇

その他の経営・人事

団交ﾙｰﾙ設定・当事者の態度等

事 前 協 議 制

そ の 他

注)団交促進事項が複数の事件があるため、総数は第13表「団交促進」欄の
　　数値とは一致しない。

協 約締結 ・ 全 面 改定

協 約 効 力 ・ 解 釈

賃 金 等

給与以外の労働条件

経 営 又 は 人 事

福 利 厚 生

組合承認・組合活動等

第14表　　団交促進の内訳

年
事項

総 数
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（単位：件、％）

令和2

（単位：件、日）

令和2

注１）上段は件数、下段は平均日数。

打 切

不 調

裁 定

２)３年の総数欄の平均日数は、埼玉県労働委員会に移管された１件
を除いた66件の平均である。

３)４年の総数欄の平均日数は、神奈川県労働委員会に移管された１
件を除いた60件の平均である。

第16表　　終結区分別平均所要日数

年
区分

総 数

解 決

取 下

事 務 局 職 員

第15表　　あっせん員構成別件数

年
区分

あ っ せ ん 総 数

三 者 委 員

公 益 委 員
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（単位：件、％）

令和2

（単位：件、日）

令和2

注１）上段は件数、下段は平均日数。

打 切

不 調

裁 定

２)３年の総数欄の平均日数は、埼玉県労働委員会に移管された１件
を除いた66件の平均である。

３)４年の総数欄の平均日数は、神奈川県労働委員会に移管された１
件を除いた60件の平均である。

第16表　　終結区分別平均所要日数

年
区分

総 数

解 決

取 下

事 務 局 職 員

第15表　　あっせん員構成別件数

年
区分

あ っ せ ん 総 数

三 者 委 員

公 益 委 員

（単位：件、％）

　　　　　　　　　　　　年
区分

（単位：件、％）

　　　　　　　　　　　　年
理由

そ の 他

当 事 者 主 張 固 持
歩 み よ り 困 難

不当労働行為事件
命 令 交 付

調 整 拒 否

調停申請、不当労働行
為申立、裁判所提訴

審 査 手 続 又 は
裁 判 所 で 和 解

自 主 交 渉 で
解 決 し た い

総 数

自主交渉で解決、又は
そ の 見通 し が つ く

提 示 な し

第18表　　取下理由別件数

令和2

総 数

提 示 あ り

第17表　　解決事件・案提示有無別件数

令和2
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（単位：件、％）

案 拒 否

そ の 他

当事者主張固持
歩 み よ り 困 難

調 整 拒 否

総 数

第19表　　打切理由別件数

年
理由

令和2
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（単位：件、％）

案 拒 否

そ の 他

当事者主張固持
歩 み よ り 困 難

調 整 拒 否

総 数

第19表　　打切理由別件数

年
理由

令和2

（単位：件）

前年からの繰越

開 始

解 決

打 切

移 行

（単位：件）

そ の 他

保 健 衛 生 業

医 療 業

廃 棄 物 処 理 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

運 輸 ・ 通 信 業

総 数

第21表　　実情調査・業種別開始件数

　　　　　　　　　　　　年
区分

令和2

次 年 繰 越

終 結 件 数

取 扱 件 数

第20表　　実情調査取扱件数

　　　　　　　　　　　　年
区分

令和2
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